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Formulation of total travel cost in a three-dimensional urban model containing compact city system
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　The purpose of the present study is to formulate the total travel cost in a city with compact city system where the 

hierarchical district centers and transportation system are formed according to the stages of life needs. To this end, a 

three-dimensional urban model is formulated to deal with population density explicitly, which consists of two stages 

of districts centers. By adopting three-dimensional rectilinear distance metric, the total travel cost from each houses to 

the second stage district center, which is located at the middle of the city, is obtained in the form of the integral.
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１．背景・目的

　本論文は、コンパクトシティ・システムが成立する都市につ

いて、総移動コストを最小化する立体都市形態を示すことを目

的とする。

　あらゆる生活需要を満たすコンパクトシティを実現する都市

形態の一つとして、コンパクトシティ・システム1)2) がある。

生活域と公共交通機関の段階性を前提として、複数の小さなコ

ンパクトシティが連携したコンパクトシティ・システムは、コ

ンパクトシティの欠点として時に指摘される多彩なサービスな

ど都市性の欠如を解決できるため、適用性が高いと期待できる。

また、公共交通機関それぞれの輸送特性に沿った段階的な公共

交通機関を導入することで、より効率的な移動が可能となると

考えられる。

　コンパクトシティ・システムについては、例えば近藤ら3) の

研究がある。近藤らは、移動時間の最適化という観点から、単

純な都市モデルを設定し分析している。その結果、生活需要の

段階に応じた多段階の生活拠点と交通機関を導入することで、

平均移動時間が１割以上短縮できることが示されている。しか

し、人口密度分布すなわち立体都市形態を加味していないなど、

現実の都市にそぐわない部分もある。

　一つの都市について最適な立体的都市形態を示した研究とし

て、腰塚4）や、栗田ら5）によるものがある。これらの論文で

は直方体の都市モデルを想定しているのに対し、本研究ではあ

らかじめ都市形態を与えず、地点によって都市の建物の高さが

変化するモデルについて考察している点に違いがある。また、

腰塚とは異なり、都市域の任意の地点に都市域の外からの交通

の入り口があることは想定せず、都市域の外との接点は拠点１

カ所にのみあるものとする。これは、公共交通機関を中心とし

たコンパクトシティ・システムが成立する都市を前提としてい

るためである。鈴木6）や、青木7）によるものは、拠点の存在

を仮定していないことや、生活域の段階性について考慮されて

いないため、本研究とは目的が異なる。また、羽賀ら8) は、隣

棟間隔を考慮して非連続な空間における都市モデルを想定し移

動負荷を求めているが、本研究では連続な空間を想定すること

とする。

　以上より、本研究では、コンパクトシティ・システムを形成

するように外生的に段階的な地域拠点を設定し、拠点間を公共

交通機関でつないだ都市を想定する。この時、住民は多層住宅

に住んでおり、最寄りの地域拠点を利用すると仮定する。その

上で、住戸から各段階の拠点までの移動コストを集計し、人口

密度分布と対応する水平・垂直方向都市形態に対応する総移動

コストを定式化することとする。

　なお、本研究を行うにあたって、先に線状都市について最適

な都市形態と拠点位置を求め9)、これを参考にしながら三次元

立体都市形態について総移動コストを定式化した。

２．本研究のモデル

　本論文では、コンパクトシティ・システムを形成するよう

に、生活需要の段階に応じた階層的な生活拠点と生活域を想定

する。生活域を生活需要に沿った活動パターンが完結する最少

範囲と考え、図1のように3段階の生活域を想定する。この時、

それぞれの生活域には生活需要を満たす地域拠点が存在するも

のと仮定し、地域拠点は交通拠点を併設しているものと仮定す

る。具体的には、最も高頻度な生活需要に対応する１次拠点と、

中頻度な生活需要に対応する2次拠点、低頻度な生活需要に対

応する3次拠点の3種類の地域拠点が存在することを仮定する。

このうち、1次拠点へ移動する場合と、2次拠点へ移動する場

合について、総移動コストを求めることとする。3次拠点への

移動については、あらゆる3次拠点への移動を考慮すると、2

次拠点以降の移動負荷を平均すると一定であると仮定できるた
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    (5)

　本研究では、上下左右対称であることから、第一象限のみを

考えることとする。住民は、最も小さいコストで2次拠点へ移

動するとすれば、

　　　　　　　　または   　　　(6)

つまり、

    　または  　　(7)

のとき、住民は1次拠点O1、あるいは、1次拠点O2 を経由して

2次拠点へ移動する。また、

　　　 　　　　　　　   かつ　　　　　　　　　 のときで、

      (8)

つまり、　　  のとき、住民は1次拠点O1 を経由して2次拠点

へ移動し、

     　　　    (9)

つまり、　　  のとき、住民は1次拠点O2 を経由して2次拠点

へ移動する。ここで、　　　かつ　　　 のとき、住民は1次拠

点O1 を経由して2次拠点へ移動し、　　　かつ　　　　のとき、

住民は1次拠点O2 を経由して2次拠点へ移動することは明ら

　

 

図 1．都市モデルの概要
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図 3．拠点位置と都市域の設定

図 2．移動方法

め、総移動コストは2次拠点への移動までを考えた場合と同じ

であるとする。また、本研究では、単位距離当たりの移動コス

トを各移動手段の平均移動時間の逆数と考え、公共交通機関や

拠点の整備・運営にかかるコスト等については考慮しないこと

とした。移動手段としては、水平方向は徒歩を想定し、拠点間

についてのみ、バスまたは鉄道での移動を想定する。また、垂

直方向は、エレベータでの移動を想定する。

３．立体都市における総移動コスト

３－1．都市形態の決定

　前述のような想定のもと、住民は水平方向の移動として徒歩

とバス、垂直方向の移動としてエレベータを利用して2次拠点

まで移動することを考える（図2）。この時、2次生活域は1つ

の鉄道駅を中心に形成されていることや、拠点は対称的に配置

した方がより効率的であると考えられることから、図3のよう

に、1次拠点としてバス拠点が4つと、1次拠点を併設した2

次拠点が1つ存在するモデルを想定する。このモデルにおいて、

前述の青木7) を参考に総移動コストを定式化する。ただし、青

木は、都市内の任意の点から任意の点までの移動を考慮して最

適な都市形態を求めているが、本研究では都市内の任意の点か

ら拠点までの移動を考慮する点に、違いがあることに留意され

たい。

　都市内の位置を座標 xで表し、都市域を

   (1)

   (2)

と仮定する。ただし sは無限大を含む任意の実数とする。次に、

地点(x,y)における建物の階数を h(x,y)で表し、計算の簡便さ

のために、この値は自然数ではなく非負の実数とする。また、

都市形態は任意の地点において連続であるとする。この時、個

人の位置は地点 x、yと居住階数 zで記述され、zは、

  　　　 　　(3)

を満たす。ここで都市域の外側では人口は0であると考えると、

     (4)

となる。また、都市居住者の単位必要面積は均一であると仮定

と、人口密度と建物の高さは同一視でき、さらに総人口ないし

は総延床面積で単位を基準化しておけば、次のようになる。

sxs
 xYyxY NS

),(0 yxhz

 1,
s

s

xY

xY
dxdyyxhN

S

for　　　　　　、
 0),( yxh

 xssx ,
 yxYxYy NS )(),(

 
22 2111
dcycdxcyxc hhhh

 
22 2111
dcdycxcyxc hhhh

 x
c
cd

h

h

1

21
4

 y
c
cd

h

h

1

21
4

 
2

1
4 1

2 dx
c
cd

h

h  
2

1
4 1

2 dy
c
cd

h

h

 
2222 211211
dcdycxcdcycdxc hhhhhh

 
2222 211211
dcdycxcdcycdxc hhhhhh

yx

yx

 xd
2

 yd
2
 xd
2

 yd
2

- 16 -



公益社団法人日本都市計画学会 都市計画報告集 No.11, 2012 年 5 月 
Reports of the City Planning Institute of Japan, No.11, May, 2012 

 

 かである。さらに、マンハッタン距離を考えているため、

　　　 かつ　　　のとき、住民はO1、  O2 どちらの1次拠点を

経由してもコストは同じとなる。本研究では、以降の計算の簡

便のため、　　　　　　  　かつ 　　　　　　　　の場合と同

様に、　　  のとき、住民は1次拠点O1 を経由して2次拠点へ

移動し、　　  のとき、住民は1次拠点O2 を経由して2次拠点

へ移動すると仮定する。したがって、任意の点Pから2次拠点

O5 までの移動コストは、

     　　　  (10)

となる。その他の条件は、1次拠点が1つの場合と同様であり、

同様に計算を行うと、

      　 

     　(11)

となる。境界条件が、

      　  

     　　　 (12)

であることを考慮すると、

      　 

     　　　  (13)

となる。

３－２．総移動コストの算出

　人口条件より式（5）が成立しなければならない。この時、d

と sの大小関係より、YN(x)は、　　　 つまり、　　 のとき図4、

　　　　　　　　  つまり、 　　　　　　　　　 のとき図5、

　　　　　　　　　かつ

つまり、　　　　　　　　　　　　　　のとき図6、

　　　　　　　　　 つまり、　　　　　　　のとき図7のよう

になる。ここで、　　　 について、y=xにおいて対称な図形と

なることも考慮すると、人口条件より、

     　　　 (14)

となるので、

     　　　   (15)

となる。この時、x軸上の断面図、y =x上の断面図を描くと、図8、

図9のようになる。この時、xy平面に平行な面積は、

  のとき、

  　　　(16)

     のとき、
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図 4．都市の概形図その１

図 5．都市の概形図その２

図 6．都市の概形図その３

図 7．都市の概形図その４

図 8．x軸上の断面図

図 9．y=x 上の断面図
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    (19)

となり、これらをA，B，C，Dとする。また、1次拠点を経由
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     　 　　 (20)

となり、これをEとする。以上より、総移動コストは、

     　 　　 (21)

となる。なお、式21を展開すると式が複雑になりすぎるため、

以降の計算式は掲載せず、式21を、総移動コストを求めるた

めの式とする。

４．結論及び今後の課題

　本研究では、立体都市において鉛直方向の人口分布を想定し、

総移動コストを定式化した。式21のコストに具体的な値を代

入し、総移動コストGを最小化する x,y,z,sを求めると、最適

な都市形態を示すことができると期待される。
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　さらなる課題としては、大きく二つ挙げられる。まず、移動

コストの具体値の設定方法である。式21以降の計算では、想

定するコストの値によって都市形態の挙動が変わってくる可能

性もあるため、移動コストは慎重に設定する必要がある。次に、

居住空間の想定を行うことである。本研究では、連続な空間を

考慮し、単位当たりの空間に均等に人口が分布しているものと

仮定しているが、隣棟間隔や階高についても考慮することで、

より現実的な都市形態を求めることが可能となる。また、これ

らの値やコストの値を変えることで、最適な都市形態だけでな

く、移動コストを最小化させる住宅形態等も考察することも可

能となると期待される。
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